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１・１ 研究目的 
 現在、地球規模で自然環境への取組みがなされており、特に膨大な資源・

エネルギーの消費、大量の廃棄物や排気ガスの排出、森林伐採による CO2 吸

収源の減少等、地球温暖化問題がクローズアップされている。 
  建設業協会では、地域の基幹地場産業として地域経済、雇用を担うほか、

廃棄物対策法、建設リサイクル法等各種法令を遵守し、建設廃棄物の適正処

理、リサイクル等の推進や、ISO14000 の取得、建設機械の排出ガス対策、打

ち水作戦・クールビズ(ウォームビズ)・屋上緑化等温暖化防止対策、建設現場・

現場周辺・地域の清掃活動等、積極的に活動を展開しているが、近年の公共

投資の減少、公共事業への逆風により極めて厳しい経営環境に陥っている。 
  県内建設業のこれ以上の衰退は、地域経済に与える影響は計り知れないも

のがあるため、建設業協会の環境への取組みをまとめ、県民の建設業に対す

るイメージを払拭するため、産官学で広く PR を展開する。 
 

１・２ 研究組織 
岐阜大学工学部社会基盤工学科 八嶋厚 教授 
 
社団法人 岐阜県建設業協会 環境委員会 

 
環境委員長     前田 守廣 〔（株）前田土木、郡上〕 
環境副委員長    宗宮 正和 〔西濃建設（株）、揖斐〕 
環境委員      松野 守男 〔（株）松野組、岐阜〕 

堀 義博  〔岐建（株）、西濃〕 
森田 守男 〔（株）森田組、揖斐〕 
美濃羽 正 〔青協建設（株）、美濃〕 
清水 武夫 〔清水建設（有）、郡上〕 
長谷部 周作〔（株）長谷部工務店、可茂〕 
今井 康雄 〔（株）今井土木、多治見〕 
太田 誠  〔落合土建（株）、恵那〕 
熊﨑 孔平 〔（株）熊﨑組、下呂〕 
宮沢 茂隆 〔（有）宮沢建設、高山〕 
和仁 松男 〔（有）和仁建設、吉城〕 
鷲見 泰宏 〔共栄土木建築（株）、建築〕 
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環境を守る建設業ＰＲ研究会 
 

委員長       前田 守廣 〔（株）前田土木、郡上〕 
委員        松野 守男 〔（株）松野組、岐阜〕 

堀 義博  〔岐建（株）、西濃〕 
和仁 松男 〔（有）和仁建設、吉城〕 

アドバイザー委員  柴田 幸一 〔（株）柴田土木、多治見〕 
竹中 靖  〔（株）市川工務店、建築〕 

事務局       平田 佳史 〔（社）岐阜県建設業協会〕 
松浪 親彦 〔（社）岐阜県建設業協会〕 

 
 
 

１・３ 研究スケジュール 
第１回環境に配慮する建設業ＰＲ研究会 

 開催日：平成１８年４月２６日 
 内 容：環境に配慮する岐阜県建設業協会の取り組み 

岐阜県内の土木工事における CO2 排出量算出表 
建設業における影響評価事例（炭素換算） 
岐阜県建設業協会 CO2 削減目標 

 
第２回環境に配慮する建設業ＰＲ研究会 

 開催日：平成１８年６月２２日 
 内 容：今後の取組み検討 

 
第１回環境委員会 

 開催日：平成１８年８月２日 
 内 容：環境に配慮する建設業 PR の中間報告について 

今後の取り組み検討 
「打ち水作戦」２００６ 
「チーム・マイナス６％」の参加、「クールビズ」への賛同 
省エネ法の改正 

 
第３回環境に配慮する建設業ＰＲ研究会 

 開催日：平成１８年９月２２日 
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 内 容：報告書・パンフレット案 
ＣＯ２削減対策チェックシート 
会員企業向けガイドブック 

 
第４回環境に配慮する建設業ＰＲ研究会 

 開催日：平成１８年１０月２５日 
 内 容：報告書、PR パンフレットの確認  
 建設業協会のメインカラー 
 PR 手法 
 
第２回環境委員会 

 開催日：平成１８年１１月１６日 
 内 容：「環境を守る建設業」報告書、PR パンフレットの確認 
 協会員の「取り組み指針について」 
 PR 手法 
 
第３回環境委員会 

 開催日：平成１８年１２月２２日 
 内 容：環境を守る建設業 PR の打合せ 
 
第４回環境委員会 

 開催日：平成１９年１月１７日 
 内 容：報告書、ＰＲパンフ、会員企業の取組み指針 

ＰＲ手法 
会員企業への説明会について 

 


